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研究成果の概要（和文）：本研究は、縮減時代における非コンパクトな住宅地・市街地の計画論のあり方について論じ
るものである。首都圏郊外エリア、地方都市郊外エリアを主な対象エリアとして、様々な地域課題を分析考察し、その
共通点と相違点を明らかとした。本研究の導入部に仮説として設定した非コンパクトなエリアにおける「圏域」概念に
ついては、ひとまず妥当であると結論づけた。また、「圏域」の質を左右するものとして、「時間的広がり」への着目
が重要であることが示され、将来の変化予測にもとづいた居住安定化技術の開発が次の課題であることを明らかとした
。

研究成果の概要（英文）：This research handled the state of the planning theory of the non-compact 
residential area in the time of the reduction and the decrease age. A Suburb in metropolitan area and a 
suburb in local city, an analysis considered various area problems as a main target area, and we assumed 
that the common point and point of difference were clear. I concluded to be proper for the "territory" 
concept that it was established at first. It was indicated that aim to "the width on the time axis" is 
important as the element which influences the quality of "territory". We assumed that it was clear that 
development of resident stabilization technology based on a future change prediction is the next problem.

研究分野：建築計画・都市計画
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１．研究開始当初の背景 
 近年、わが国の都市近郊・郊外の居住を取
り巻く環境が大きく変わりつつある。例えば
首都圏などの大都市部では郊外に供給され
た大量の公的住宅団地が建物老朽化や入居
者高齢化等の問題への対策に迫られている。
また、近郊農地では担い手不足から農地の不
耕作化が進み、散発的な宅地転用やバラ建ち
開発による宅地スプロールが進行しつつあ
る地域もある。地方都市では定住促進策とし
て近郊住宅地の開発を積極的に進める動き
もあるが、見込み通りに人口が定着せず空き
家・空き宅地化が散見されるエリアもある。
郊外では農家高齢化等による耕作放棄農地
が増加し苦肉の策として都市住民の田舎暮
らしの受け皿としての菜園付住宅分譲の取
組みも見られる。 
 以上のような環境変化は、従来の拡大指向
を前提とした成長指標ではもはや居住地の
将来像を描く・測ることが困難となりつつあ
ることを意味している。 
 
２．研究の目的 
(1)縮減期の郊外住宅地をとらえる計画単位
の抽出（廃校、人口流出、農地荒廃、民間分
譲等のフェーズを例として） 
これらの状況への具体的対策として、我が
国はこれまで欧米のコンパクトシティの考
え方を参照してきた。90年代の初め頃からヨ
ーロッパを中心とする欧米諸国において環
境問題や都市空洞化対策として注目された
この考え方は、イギリスではアーバンビレッ
ジ、アメリカではニューアーバニズムとして、
その定義や手法を少しずつ異にしながら、し
かし、基本的にはコンパクトで密度の高いヒ
ューマンな機能複合都市を目指す考え方と
して広く受け入れられている。 
一方で、縮減にさらされるエリア、すなわ
ち既に拡散した住宅地・市街地に対してはど
のような計画論がありうるだろうか。たとえ
ばニュータウンや住宅団地を造成する際に
参考とされた近隣住区論は、現代に豊かな住
環境を残しているものの、「学校を中心に据
えた配置計画」「専業主婦と老人の徒歩によ
る購買を前提とした近隣センター」「自家用
車とバスによる移動」といった前提は成立し
なくなりつつある。このため、ストック活用
論が先行し、縮減時代に対応しうる計画論が
不足している感は否めない。つまり、非コン
パクトな区域における持続可能な新しい計
画概念構築とその一般化が求められており、
本研究のねらいもここにある。 
本研究ではこれらの研究課題に対して、ひ
とまず造成された計画住宅地よりも広域な
計画単位（仮にこれを「圏域」と呼ぶ）が必
要であるとの仮説を設定する。この圏域は空
間的な広がりを意味するだけでなく、地域の
歴史文化等の時間的広がり、住む・働く・学
ぶ・憩うといった機能的な広がりをも内包す
るものとする。 

 
(2)非コンパクトなエリアの居住福祉のあり
方の考察（高齢化、難民化、孤立化、災害リ
スク発生等のフェーズを例として） 
こうした非コンパクトなエリアにおける
計画圏域論について考えるとき、まずは高齢
者や障害者等の社会的弱者の生活リスクを
いかに軽減するか、つまり居住福祉の観点か
らのアプローチが不可欠となる。 
たとえ都市をコンパクトにするとしても、
住み慣れた環境から離れて移動することを
強いることはできない。縮減時代においては
このような居住の権利を非コンパクトなエ
リアにおいていかにして保障するかを、個別
課題への対処療法的なアプローチだけでな
く、必要とされる基本的な環境条件や枠組み
として再設定し明示していくことが社会的
要請となろう。 
本研究ではこれを地理的困難さを抱えた
住宅団地や、民間分譲を伴いながら縮減する
建て替え団地、空き家・空き宅地化の進む開
発戸建て住宅地などを主なフィールドとし
て考察する。高度成長期を中心に供給された
これらの住宅地は、不動産価値の縮小によっ
て必ずしも中間層のためだけの居住地とは
言えなくなりつつある。 
また、非コンパクトなエリアでは災害時の
支え合いをいかにして構築するか、あるいは
被災後の孤立をいかにして防ぐか、予防的対
応および被災後のスムーズなコミュニティ
構築のための方法論構築が極めて重要とな
る。宮城県仙台市におけるコミュニティ構築
と継承の試みに着目する。 
 
(3)課題解決の先進事例からの考察（所有か
ら利用中心のハウジングモデル、農のある暮
らしの展開例から） 
 次に、非コンパクトなエリアにおける居住
地の持続性を考えるとき、柔軟な家族像を設
定できるかがポイントとなる。つまり、独居
高齢者の問題も、空き家・空き宅地化の問題
も、標準家族によるいわゆる住宅双六の上が
りとしての持ち家中心主義と無関係ではな
いことを考えると、従来型の一家族一住宅モ
デルから脱却できるかどうか、所有から利用
中心の新しいハウジングモデルへ転換でき
るかどうかがポイントとなろう。 
言い換えれば、独占的な所有物すなわち
「資産としての住宅・宅地」の持つ価値に加
えて、地域の共有物すなわち「資源としての
住宅・宅地」の持つ価値に訴求していく、そ
の価値を高めていく、新たに生み出していく
アプローチが縮減期には特に重要である。 
実現のためには、暮らしに必要とされるさ
まざまな機能と担い手が、分離・併存してい
くのではなく、居住を中心に意識的に統合・
共存していけるかどうかにかかっており、こ
の積み重ねが生命線となる可能性が高い。 
本研究ではこうした暮らしの実践例、ハウ
ジングモデルとして、都市近郊における「農



のある暮らし」「菜園付き住宅」の広がりに
着目する。このような住宅は敷地内の家庭菜
園を含めれば農村部では昔から見られた形
態でとりたてて珍しいものではないが、都市
近郊でも出現しつつあり着目する。 
 
３．研究の方法 
以上のような研究の背景・目的をふまえ、
本研究では地域の共通課題を抽出するため
の研究フレームとして、次に挙げるようなフ
ィールドと研究課題の組み合わせを想定し
た。 
 
表 研究フレーム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．研究成果 
本研究では研究フレームに整理した課題
のすべてを網羅することはできなかったが、
次に挙げるような取り組みを通じた研究成
果を得た。 
(1)首都圏郊外の直面する課題の整理 
首都圏郊外の直面する課題として、神奈川
県横浜市旭区左近山団地および茅ヶ崎市浜
見平団地における住宅団地のコミュニティ
再生の課題、横浜市保土ケ谷区くぬぎ台団地
および周辺地域における廃校を契機とした
縮減時代の地域再生の課題、等に対しての調
査研究や産官学民の地域連携を目指した取
り組みを通じた知見を得た。千葉市の団地型
マンション「西小中台団地」を事例とした、
「団地経営」によるミクストコミュニティ形
成の可能性について、アクション・リサーチ
（実践的研究）を通した検証成果を得た。 
 
(2)地方都市郊外の直面する課題の整理 
また、地方都市郊外の直面する課題として、
長崎市郊外の開発住宅地における人口流出
や斜面地居住の課題等の調査研究を通じた
知見を得た。自家用車の保有率が全国一であ
る福井県における拡散した郊外住宅地での
複数区画利用など空区画活用の可能性に関
する研究成果等をふまえた研究交流を図っ
た。 
 
(3)復興ハウジングにおけるコミュニティ継
承課題への還元 

本研究開始の前年に発生した東日本大震
災の復興過程にもこれらの知見を活かして
いくことを試みた。たとえば、千葉市高根台
団地における団地建替えを通じたコミュニ
ティ継承・再生の取り組みについては、現在
も宮城県仙台市の仮設住宅自治会と高根台
団地住民との交流が続いている。 
縮減期固有の課題はもちろんあり、これら
の特殊性に着目することは重要であるが、一
方で人間居住のあり方を考えた際に、コミュ
ニティデザインのあり方、リロケーションの
あり方、居住支援・居住福祉のあり方等の、
ある意味で本質的な共通課題にも目を向け
ることが重要であるという（再）発見が、本
研究を通じて得られたもうひとつの成果で
あろう。 
東日本大震災は、個人化する社会の限界を
示し、共同体の有無が人々の「生存」の問題
に直結する時代に入っていることを突きつ
けた。もはや共同体とは気がつくとそこにあ
る存在ではなくなりつつあるのである。 
 
(4)課題解決のための地域連携 
こうしたなかで、先に挙げたフィールドの
うち、いくつかの地域では課題を解決するた
めの模索が続いている。たとえば千葉市高根
台団地では建替えを通じて実現した開かれ
たデザインの集会所が、社会福祉協議会を中
心としたコミュニティカフェの活動拠点の
ひとつとなっている。 
また、横浜市くぬぎ台団地および周辺地域
においては、児童数の減少により廃校となっ
たことを契機として検討会が発足し、丘陵地
形という地理的困難さを共有する2つの連合
町内会と隣接する行政区の１町内会の連携
による協議組織が発足した。個別の地域では
解決困難な課題をより広域な地域連携によ
り乗り越えていこうという取り組みである。
地理的困難さという課題については、本研究
を通じて、類似の地理的課題を抱える長崎市
における居住課題をテーマとしたシンポジ
ウム開催による地域間交流も実現した。 
茅ヶ崎市浜見平団地では、民間分譲を伴い
ながら既存団地の建替え事業が進められて
いるが、団地造成期から年月をかけて蓄積し
た空間ストック（住民自らが少しずつ植樹し
た桜並木は現在は地域の名所になっている）
やコミュニティストックを次世代に継承す
るために、NPO 法人の設立が検討中である。 
かつての空間（団地）＝コミュニティ（自
治会）という１対１の図式は、年月を経て成
熟し、近隣地域との関係だけをとりあげてみ
ても多様に変化している（たとえば、団地か
ら近隣への転居、子世帯の自立、小学校をま
とまりとした親同士の繋がりなど）。建替え
をひとつの契機として、団地に閉じない新し
い枠組みを必要としていることの表れとい
える。 
 
(5)計画圏域概念の妥当性検証 



福祉の行政単位、丘陵地形という地理的単
位、コミュニティネットワークの広がりなど、
枠組みの捉えられ方や拠点のあり方はさま
ざまであるが、本研究の当初に仮説として設
定した「圏域」概念（造成された計画住宅地
よりも広域な計画単位であり、空間的な広が
りだけでなく、地域の歴史文化等の時間的広
がり、住む・働く・学ぶ・憩うといった機能
的な広がりをも内包するもの）について、ひ
とまず妥当であると結論づける。 
とくに「圏域」の質を左右するものとして、
「時間的広がり」への着目が重要であること
を強調しておきたい。これは単に年月を経て
蓄積されたコミュニティの継承や居住の継
続を保証することだけが質を左右するので
はなく、将来の変化を予測し、その予測にも
とづき居住の安定を図っていくための計画
技術の導入が必要とされていることを意味
している。 
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